
【協議事項２】

地域医療介護総合確保基金

（病床機能再編支援事業）の活用希望について

１ 病床機能再編支援事業の概要

地域医療構想の実現に向けた自主的な病床削減や病床の統合による病床廃止等の

取組を支援する。

補助金名 概 要

単独支援給付金 地域医療構想に即した病床機能再編を実施する場合，減少する

病床数に応じた給付金を支給

統合支援給付金 複数の医療機関が，地域医療構想に即した病床機能再編を実施

し統合する場合，当該統合に参加する医療機関に給付金を支給

債務整理支援給 複数の医療機関が，地域医療構想に即した病床機能再編を実施

付金 し統合する場合，当該統合によって廃止となる医療機関の未返

済の債務を，統合後に存続する医療機関が新たに融資を受けて

返済する際の，当該融資に係る利子の全部又は一部に相当する

額にかかる給付金を支給

○ 高度急性期，急性期，慢性期のいずれかの稼働病床の削減が対象

○ 計画について，地域医療構想調整会議の議論の内容及び都道府県医療審議会

の意見を踏まえ，都道府県が地域医療構想の実現に向けて必要な取組であると

認めたものが支給対象。医療機関は，調整会議で合意された計画に沿って申請

する。

２ 活用希望内容

【医療機関名】 地域医療・福祉ステーションひまわり病院

【補 助 対 象】 慢性期２３床を削減するために必要な経費

【金 額】 ４７，８８０千円

補助金区分 活用希望概要

単独支援給付金 地域医療・福祉ステーションひまわり病院(32床)

・慢性期23床→削減 【支給申請額 47,880千円】

・慢性期９床→同法人やまびこ医療福祉センターへ移床
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※（参考）

医療機関名 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 計

地域医療・福祉ステーションひまわり病院 ０ ０ ０ 32 32

やまびこ医療福祉センター ０ ０ ０ 190 190

23床削減
（再編後） ９床移床

医療機関名 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 計

地域医療・福祉ステーションひまわり病院 ０ ０ ０ ０ ０

やまびこ医療福祉センター ０ ０ ０ 199 199

３ 今後のスケジュール

本日の慢性期及び在宅医療専門部会及び後日開催する部会長等会議の結果を踏ま

え，10月末を目途に調整会議としての意見集約を行う予定。

時 期 専門部会・調整会議 内 容

10月24日(月) 第７回慢性期専門部 ① 活用希望医療機関による説明及び質疑

会 ② 委員間協議

③ 部会としての意見集約

10月27日(木) 第９回部会長等会議 ① 事務局説明及び質疑

② 委員間協議

③ 部会としての意見集約

10月31日(月) 第18回調整会議 調整会議としての意見集約

11月初旬 県担当課へ鹿児島保健医療圏調整会議としての意見提出

11～12月 県の内示決定

県の内示後 活用希望医療機関による給付申請，県による給付決定

４ 各専門部会の協議結果 【別紙】

 「第６回慢性期及び在宅医療専門部会」協議結果

 「第９回部会長等会議」協議結果
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電話番号

地域連携室長 小山隆亮
099-252-5166

開設者
（代表者の職・氏名も記載）

チイキイリョウ・フクシステーションヒマワリビョウイン

地域医療・福祉ステーションひまわり病院

シャカイフクシホウジン コウヨウカイ リジチョウ モトシゲヒロシ

社会福祉法人向陽会 理事長 本重博史

鹿児島県知事 殿
 単独支援給付金の支給を受けたいので，下記のとおり事業計画書を提出します。
 また，下記３の「支給申請に関する誓約事項」について誓約します。

医療機関の名称

フリガナ

9年2022申請年月日

医療機関の
住所・所在地

0052
鹿児島県鹿児島市上之園町20番28
号
職・氏名

３．支給申請に関する誓約事項

 （１）本給付金に関する報告や調査について，厚生労働省又は県から求められた場合には，これに応じます。
 （２）本給付金の給付後，以下の①から③に該当した場合は，本給付金の全額又は一部を返還します。
   ① 単独病床機能再編計画に記載の内容について達成が見込めなくなった場合
   ② 給付金の支給を受けた日から令和８年３月31日までの間に，同一の構想区域に開設する医療機関において
    対象３区分の許可病床数を増加させた場合（ただし，特定の疾患にり患する者が多くなる等の事情により，
    厚生労働大臣及び都道府県知事が特に認める場合に許可病床数を増加させる場合はこの限りではない。）
   ③ 申請内容を偽り，その他不正の手段により給付金の支給を受けたと認める場合
 （３）暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力と関係を有しておりません。

47,880支給申請額(千円)

（添付書類）
① 病床稼働率算出の根拠となる平成30年度病床機能報告の写し又は令和元年度の病床機能報告の写し等
② 地域医療構想を達成するために必要な病床数の削減であることの説明書（別添「単独病床機能再編計画
 書」）
③ 過年度に申請した単独支援給付金支給申請書兼口座振込依頼書の写し（過年度に「令和２年度病床機能
 再編支援補助金における令和２年度地域医療構想を推進するための病床削支援給付金」により支給を受け
 ている場合に限る。）

様式
事業計画書（単独支援給付金）

１．申請者の情報

２．支給申請額

099-252-5170
himawari-hp@po5.synapse.ne.jp

15月

事務担当者

〒 890

電子メール

ファクシミリ

フリガナ －
日
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■支給申請額算定シート

うち対象３区分（※３）の合計

① 平成30年度病床機能報告 32 32 32

② 令和2年4月1日時点（※１） 32 32 32

③ 再編前病床数＝② （※２） 0 0 0 32 0 32 32

うち対象３区分の合計

0 0 0 0
※対象３区分の病床数の合計が減っていません。

9 9
うち同一開設者の医療機関との病床融通数 (9) (9)

回復期 介護医療院 合計

0 0 0

うち対象３区分の合計

0 0 0 32 0 32 32

支給済病床数 5.減少数 4.うち転換数 6.支給済数 3.うち他院への
融通数

支給対象

0 32 0 0 (9) 23

うち対象３区分の合計

① 平成30年度病床機能報告 32 32 32

② 令和2年4月1日時点（※５） 32 32 32

対象３区分の病棟の
年間在棟患者延べ数（人）

高度急性期 急性期 慢性期 合計

① 平成30年度病床機能報告（※６） 8,244 8,244

② 令和2年4月1日時点（※７） 6,647 6,647

＜選択＞

Ａ 平成30年度病床機能報告 適用 Ａ

Ｂ 令和2年4月1日時点 適用 Ａ Ｂ

単価(千円) 病床数 支給額(千円)

1,824 10 18,240

単価(千円) 病床数 支給額(千円)

2,280 13 29,640

要件
審査

90%減少チェック ○

12 支給申請額（千円） 47,880

他の医療機関との病床融通数
（※４）

過去に
令和2年度病床機能再編支援補助金

及び本事業で支給済の病床数

対象３区分から
回復期又は介護医療院へ

転換した病床数

慢性期 休棟等

回復期急性期高度急性期

4

慢性期 対象３区分の合計

※７ ７の①と７の②の値が同じ場合は８の②の入力は不要。

一日平均実働病床数

合計

7

高度急性期 急性期 回復期

急性期 回復期
5 減少病床数 （1の③－2）

高度急性期

再編前の許可病床数

6

合計

8

※４ 病院統合や地域医療連携推進法人の病床融通制度等を活用し，
   他の医療機関から病床の融通を受けた場合はマイナス表記，病床を融通した場合はプラス表記とすること。
    また，「（参考）病床融通に関する概要」シートに関連する医療機関の病床数を記載すること。

休棟等 合計

合計

※３ 対象３区分＝高度急性期，急性期，慢性期（以下同様）

慢性期 休棟

慢性期

※２ ①平成30年度病床機能報告時又は②令和2年4月1日時点の対象３区分合計のいずれか少ない方を基準とする。

回復期

1

高度急性期 急性期 回復期再編前の稼働病床数

2
再編後の許可病床数

（＝再編後の稼働病床数）

高度急性期 急性期

※１ 各機能ごとの数値については，地域医療構想調整会議にて確認されていること。
   令和2年4月1日時点で病床数の変化があった場合は，変更前の病床数を記載すること。
   平成30年度病床機能報告から令和2年4月1日までの間に，病床数の変更がない場合は，①と同じ値を記載すること。

11
一日平均実働病床数から再編後の
対象３区分の許可病床数までの減
少分に係る支給額

休棟等

10
再編前の対象３区分の稼働病床数
から一日平均実働病床数までの減
少分に係る支給額

※６ 対象３区分の病棟に係る平成30年度病床機能報告の報告様式１（病棟票）の（48）欄の数値を計上すること。 なお，平成30年度
病床機能報告の報告様式１（病棟票）において，「過去１年間の間に病棟の再編・見直しあり」と報告した病棟の年間在棟患者延べ数に
ついては，以下の式により補正して計上すること。
 ○ 補正後の年間在棟患者延べ数＝年間在棟患者延べ数（（48）欄に記載された数値）÷報告可能な対象期間（月単位）×12
  （注） 報告可能な対象期間（月単位）は，平成30年度病床機能報告で報告した月数とすること。
     例） 報告可能な対象期間を「平成29年7月1日〜平成30年12月末日」とした場合 ⇒ 報告可能な対象期間（月単位）＝６

慢性期

9
適用する

病床稼働率

56.9%

70.5%

対象３区分の病床稼働率

18

22

※5 平成30年度病床機能報告から令和2年4月1日までの間に，病床数の変更がない場合は，①と同じ値を記載すること。

3
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鹿児島保健医療圏における

地域医療介護総合確保基金（病床機能再編支援事業給付金)申請一覧

年度 申請医療機関 事業区分 内容
地域医療構想調整会議

としての意見

白坂病院
・慢性期病棟25床→廃止
・休棟54床→廃止

　地域医療構想の実現
を目的とした病床機能
再編と認められるた
め，単独支援給付金の
事業対象となる。

松元
クリニック

・慢性期病床10床→廃止
・休棟7床→削減

　地域医療構想の実現
を目的とした病床機能
再編と認められるた
め，単独支援給付金の
事業対象となる。

生駒
泌尿器科

・急性期病床14床→12床(△2床)
・12床：前立腺手術，透析患者重症化
時対応

　地域医療構想の実現
し資する病床削減と認
められるため，給付金
活用は適当

じげんじ
久保

クリニック

・急性期病床15床→1床(△14床)
・1床：麻酔，組織検査等対応

　地域医療構想の実現
し資する病床削減と認
められるため，給付金
活用は適当

いづろ
今村病院

・急性期病床77床→62床(△15床)
※15床：急性期として今村総合病院に
移床

(医療機能の変更を伴わ
ない移床で，急性期病
床の減少にはつながら
ない)
 地域医療康応の実現に
資する病床削減とは認
められないため，給付
金活用は不適当

下稲葉病院

・急性期病床60床→0床(△60床)
※今村総合病院 急性期14床→回復期14
床
　　　　　　 　急性期46床→廃止

(下稲葉病院の病床削減
を基に，両給付金を支
給することが地域医療
構想の実現に資すると
は考えられない。いす
れか一方にすべき)
医療機関統合支援給付
金のみの申請とすべき
※

・統合により削減した病床
→今村総合病院が下稲葉病院から譲渡
を受けた60床のうち，廃止する46床

※
　下稲葉病院は急性期
の廃止，
今村総合病院の移床
は，医療機能の変更(急
→回)であり，急性期病
床の減少及び回復期病
床の増加につながる。
　地域医療構想におけ
る地域医療構想の実現
に資する病床削減を認
められるため，給付金
活用は適当

病床機能
再編支援

事業
(単独支援
給付金)

R3

R2

医療機関
総合支援
給付金

病床削減
支援

給付金

今村総合病
院

・いづろ
今村病院

・下稲葉病
院
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